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] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用におけるソフトウェアについては、法人における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。また、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売可能
期間（３年以内）に基づく定額法を採用しております。ただし、販売見込数量等を基準とした償
却額が上記均等配分額を上回るときは、販売見込数量等を基準とした償却額を計上しております。
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第86）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

３．引当金等の計上基準
\ 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。
ａ 一般債権
貸倒実績率法によっております。

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権等
財務内容評価法によっております。

] 賞与引当金
職員の賞与の支給に備えるため、運営費交付金により財源措置がなされている部分を除く支給
見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当外賞
与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。

^ 保証債務損失引当金
債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し
ております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置がなされる部分を除き、当該事業
年度末における退職一時金について、簡便法の採用により、当該事業年度末における期末要支給
額を計上しております。
当法人は確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けております。
当法人の加入する厚生年金基金（代行部分を含む）は総合設立方式であり、基金を構成する複数
事業主間において類似した退職給付制度を有しておらず、また特定の事業主に属する従業員に係
る給付等が制度全体の中で著しく大きな割合を占めておりません。そのため当法人の拠出に対応
する年金資産の額を合理的に計算することができないため、退職給付に係る会計基準（企業会計
審議会：平成10年６月16日）注解12（複数事業主制度の企業年金について）により、年金基金へ
の要拠出額を退職給付費用として処理しております。なお、当該年金基金の年金資産総額のうち、
平成21年３月31日現在の拠出金割合を基準として計算した当法人分の年金資産額は、460¶852¶820

円であります。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、運営費交付金に
より財源措置がなされる部分について、会計基準第38に基づき計算された退職一時金に係る退職
給付引当金の当期増加額を計上しております。

５．有価証券の評価基準及び評価方法
\ 満期保有目的債券
償却原価法（定額法）によっております。

] 関係会社株式
払い出し価格は移動平均法によっております。
期末日の評価については、取得価額と持分額を比較して、いずれか低い方で評価する方法によっ
ております。

^ その他有価証券
ａ 時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）によっております。
ｂ 時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成21年３月末利回りを参考に1•340％で計算しております。

７．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
８．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
注 記 事 項

１．貸借対照表関係
\ 保証債務の金額
平成20年度末の債務保証残高は、1¶510¶391¶832円であります。

] 信用基金の金額
「情報処理の促進に関する法律の一部を改正する法律」第23条第１項の規定に基づく「信用基
金」は、「資本金」35¶980¶816¶763円のうち政府出資金9¶051¶886¶395円、民間出資金724¶950¶000円及
び「出えん金」として受け入れた305¶127¶000円の合計額10¶081¶963¶395円であります。

^ 運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額
60¶758¶364円であります。

_ 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額
288¶929¶267円であります。

` 繰延税金資産の主な原因別内訳
{ 流動資産

繰延税金資産
賞与引当金 6¶264¶148円
未払事業所税 523¶685円
その他 683¶770円
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繰延税金資産小計 7¶471¶603円
評価性引当額 �7¶471¶603円
繰延税金資産合計 0円

| 固定資産
繰延税金資産
減価償却超過額 6¶340¶146円
退職給付引当金 27¶741¶233円
繰越欠損金 178¶054¶118円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

繰延税金資産小計 212¶135¶497円
評価性引当額 �212¶135¶497円
繰延税金資産合計 0円 
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